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社会公共事業の概要

国内の地方公共団体・医療機関・交通機関・エネルギー事業者・中堅企業向け事業に加え
今年度より放送メディア事業者向けの事業を担う

※1 ICT：Information and Communication Technology
※2 NCC：New Common Carriers
※3 AMI：Advanced Metering Infrastructure
※4 ETC：Electronic Toll Collection System

空港システム
電力ネットワーク・

ICT ※1・NCC ※2・AMI ※3
TV番組制作・

報道・送出システム

消防デジタル無線
消防指令システム

防災システム
中堅企業向け

基幹業務システム

デジタル
送信機

鉄道ネットワーク
システム

交通管制システム
ETC ※4

電子カルテシステム 地方公共団体等向け
システム

空港

電力
地方公共
団体等

鉄道 道路 病院

消防・
救急

放送局
メディア

中堅企業
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4,827 
4,426 4,500 

5,000 
10%

8% 8%
10%

2020年度 2021年度 2022年度 2025年度
(計画) (中計目標)

売上収益

調整後営業利益率

(単位:億円)

CAGR成長率

業績推移と中計目標

2025年度 目標利益率10%を目指す

*ベースケース

*
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2021年度実績

都市インフラ・中堅企業向け事業の売上減により前年比悪化

20年度
調整後

営業利益

496

売上収益
(対前年)

4,835 4,426
(▲8%)

21年度
調整後

営業利益

359

収益性改善
+23

費用増
▲11

一過性利益減
▲28 売上GP減

▲120

（単位：億円）
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2022年度見通し

商談時期ずれにより計画見直し

期初計画
470

21年度
調整後

営業利益

359

4,426 4,500
(+2%)

22年度
調整後

営業利益

370

売上収益
(対前年)

売上GP増
+108

戦略的費用
▲22

収益性改善
+25

期初計画
見直し
▲100

（単位：億円）
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2022年度事業戦略

事業戦略

重点施策

 収益性の更なる向上  抜本的な事業構造改革

 不採算事業改善

 品質改善活動継続

 SGA削減

 営業改革

 都市インフラ事業構造改革

 組織間連携強化
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03  中期経営計画の実現に向けて

02  2022年度事業戦略



© NEC Corporation 202212

「デジタルにより目指す社会の姿」と社会公共事業

デジタル社会
の目指すビジョン

デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを
選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会

デジタル庁「デジタル社会の実現に向けた重点計画」を基にNECにて作成

デジタル化による
成長戦略

医療・教育・
防災・こども等の

準公共分野の
デジタル化

デジタル化による
地域の活性化

誰一人
取り残されない

デジタル社会

DFFTの推進を始めとする
国際戦略

デジタル人材
の育成・確保

自治体のデジタル化 準公共分野のデジタル化 産業のデジタル化

自治体 医療 都市インフラ 中堅企業

NECは安全・安心・公平・効率という社会価値を創造し、
誰もが人間性を十分に発揮できる持続可能な社会を実現します。
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市場環境と成長の方向性

市場環境の変化に対し自治体・都市インフラ領域で事業成長を牽引

• 情報システムの置き換え、
最新技術活用により市場増加

• 2025年度に向けて回復基調

都市
インフラ

• 需給問題や円安・物価高の不透明感
• ソフトウェアやサービスなど
新規領域への支出が増加

中堅中小

• 自治体情報システムの標準化や
DX化推進により増加傾向自治体

• IT導入メリットも高まることで市場拡大
• 院内基幹システム関連は微増、
広域医療やオンライン医療関連は増加

医療

市場環境 成長の方向性
CAGR

+0.8%

CAGR
+2.1%

CAGR
+4.2%

CAGR
+4.2%

各種レポートをもとにNECにて作成

2022   2025 

2022       2025 

市場を上回る成長

市場を上回る成長

2022→2025
調整後営業利益

+30億円

+5億円

+75億円

+20億円
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2025年度数値目標

売上収益

調整後営業利益率
4,500 

2022年度 2025年度
(中計目標)(計画)

(単位:億円)

CAGR成長率

ビジネスモデル変革

中期経営計画の実現に向けて

5,000

10％

8％

 価値提供型事業拡大(DXオファリング展開)

 社会価値創造による高付加価値事業拡大

*ベースケース

*
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業種別DXオファリングメニュー

都市インフラ中堅企業医療自治体

業種別DXオファリング

来庁レス

自治体業務効率化

メンテナンス
高度化

生活の質向上

医療への貢献
(画像診断AI)

疾病予防
健康維持

非日常の
安心安全を提供

オペレーション
高度化

病院業務
効率化情報システムの標準化

20業務

ワークスタイル
変革

売上向上支援

業務効率化

行政DXオファリング 医療DXオファリング SME向け
DXオファリング

価値提供型
(プロダクト事業)

高
付
加
価
値
化
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モデル化SI

更なる進化

モデル化SI
手法

自治体マーケットにおける強み

先進的なシステムアーキテクチャ顧客基盤

住民情報・
介護・
後期高齢者・
福祉システム

住民情報
システム

介護・
後期高齢者・
福祉システム

戸籍システム

介護認定システム

水道料金
システム

水道会計システム

人口20万人以上 人口20万人以下

標
準
化
対
象
業
務

150システム

80システム

30システム

30システム

4,900システム

160システム

250システム データ連携基盤

NEC
業務システム

NEC
業務システム

NEC
業務システム 他社

業務
システム

他社
業務

システム

① 改修箇所を最小限に限定
② 必要な業務システムのみ組合せ

要件定義 設計 製造 結合・総合
テスト

データ移行

操作研修 運用テスト
ユーザ検証

システム切替
本番立会 等

インフラ構築

データ移行

操作
研修運用説明 構築 総合テスト 運用テスト

ユーザ検証
システム切替
本番立会 等

インフラ構築
(ガブクラ)

外付カスタマイズ SIレス 自動化 センター化

業務改革コンサルティング

１ ２

３

SI効率化 パターン化 ツール整備
個別対応の極小化

自治体
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標準化対応 住民・事業者QoL向上

健康(地域)ポイント

デジタル会員証

リモート面談自動化

住民コミュニティ
(地域共創プラットフォーム)

問合せQ&A
(チャットボット)

デジタルインボイス
(KMDコネクト)

生活習慣改善
支援

漏水予測AI

電話督促AI

収納率向上AI

窓口改革

スマート行政窓口
(受付審査)

スマート行政窓口
(申請管理)

申請書記入
サポート

マイナンバーカード
認証

住民ポータル

事業者ポータル

水道窓口

実績有

実績有

実績有

実績有

実績有高付加
価値

住民情報
システム

介護・
後期高齢者・
福祉システム

住民情報・
介護・

後期高齢者・
福祉システム

戸
籍
シ
ス
テ
ム

行政DXオファリングメニュー

国
の
方
針
：「
自
治
体
の
デ
ジ
タ
ル
化
」

行政DXレンジフリー

大規模
自治体

(人口20万以上)

中小規模
自治体

(人口20万人以下)

約250
システム

約160
システム

約4,900
システム

約160
システム

実績有

実績有

今後予定
(SMEにも
展開予定)

実績有高付加
価値

実績有

実績有

実績有

高付加
価値

高付加
価値

高付加
価値

高付加
価値

高付加
価値

自治体
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医療マーケットにおける戦略

国
の
方
針
：「
準
公
共
分
野
の
デ
ジ
タ
ル
化
」

医療機器SW・
検査サービス群

大病院
(400床以上)

診療所

一般病院
(20-399床)

電子カルテ

(SMEパートナー連携)

約280
ユーザ

(ノンカスタマイズ型)

(ノンカスタマイズ型)

(カスタマイズ型)

内視鏡画像解析AI

病理画像解析AI

疾病リスク予測検査

医事会計

(カスタマイズ型)

(ノンカスタマイズ型)

DXサービス群

オンライン診療・
カンファレンス支援

デジタル問診

音声サポート

クラウドセキュア接続
（iPaaS※）

実績有

実績有

実績有

2020年
サービス開始 実績有

2021年
発売開始 実績有

新機能開発中 実績有

診断・治療オファリング (臨床支援への貢献)

電子カルテデジタル基盤 (電子カルテ情報の標準化対応)

電子カルテ・医事会計 (業務効率化)現状

進化①

進化②

2021年発売開始

価
値
の
拡
大

※iPaaS：Integration Platform as a Service

医療

約880
ユーザ

約20
ユーザ

約1,100
ユーザ

約300
ユーザ

実績有

病床レンジフリー
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SME向けDXオファリング基幹系システム

ワークスタイル
変革売上向上支援 セキュリティ

強化

9メニュー 14メニュー 7メニュー

会計情報システム
契約情報システム
顧客情報システム
人事情報システム
給与情報システム

ERP※システム

機械製造業向け
販売･生産管理
システム

ワークフロー
システム

スーパーマーケット
・量販店向け
ソリューション
拠点・店舗間
ネットワーク
サービス

販売チャネル

中堅企業マーケットにおける戦略

データ連携基盤
（iPaaS）

販売特約店・
プラットフォーム

パートナー

489社

販売店向け
売れ筋商材数

60商材

基幹系システムへのアドオン提案で拡販 販売チャネルの顧客基盤を活用して拡販

※ ERP：enterprise resource planning

： 70ユーザ

：1,800ユーザ

： 20ユーザ

：1,500ユーザ

：1,300ユーザ

中堅企業
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DXオファリングの特徴

先進的な
システムアーキテクチャ

顧客基盤

モデル化SI

既存業務を熟知した
コンサルティング

既存システムを
含んだDX化

(既存システム連携)

圧倒的な
コスト競争力

DX

１

２

３
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都市インフラマーケットにおける戦略

各領域を組み合わせたシナジーDXオファリング化
高付加価値

デジタル
田園都市国家構想

2026以降2025202420232022

さらなる事業規模拡大高いシェア

消防

空港

道路

エネルギー

鉄道

放送メディア

※デジタル庁「デジタル社会の実現に向けた重点計画」

都市インフラ

消防指令共同化・広域化

消防無線更改

空港システム拡大

新規提案対応

道路交通管制高度化・道路保全DX

スマート保安

大型案件

防災行政無線更改防災

※
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22年度
調整後

営業利益

370

25年度
調整後

営業利益

500

売上収益 4,500

中期経営計画の実現に向けて

5,000

標準化対応
窓口改革

大型取込
(広域化含む)

商材拡充
商材拡充

販売店連携強化自治体
+30

都市
インフラ

+75中堅企業
+20

医療
+5

(中計目標)(計画)

（単位：億円）

*ベースケース

*
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＜将来予想に関する注意＞
本資料に記載されているＮＥＣグループに関する業績、財政状態その他経営全般に関する予想、見通し、目標、計画等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理
的であると判断する一定の前提に基づいております。これらの判断および前提は、その性質上、主観的かつ不確実です。また、かかる将来に関する記述はそのとおりに実現するという
保証はなく、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。
・ 国内外の経済動向、為替変動、金利変動および市況変動
・ 新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の流行による悪影響
・ 中期経営計画を達成できない可能性
・ 売上および収益の期間毎の変動
・ 企業買収・事業撤退等が期待した利益をもたらさない可能性
・ 戦略的パートナーとの提携関係の悪化、または戦略的パートナーの製品・サービスに関連する問題が生じる可能性
・ 海外事業の拡大が奏功しない可能性
・ 技術革新への対応または新技術の商品化ができない可能性
・ 競争の激化にさらされる可能性
・ 特定の主要顧客への依存
・ 新規事業の成否
・ 製品・サービスの欠陥による責任追及または不採算プロジェクトの発生
・ 供給の遅延等による調達資材等の不足または調達コストの増加
・ 事業に必要となる知的財産権等の取得の成否およびその保護が不十分である可能性
・ 第三者からのライセンスが取得または継続できなくなる可能性
・ 顧客の財務上の問題に伴い負担する顧客の信用リスクの顕在化
・ 優秀な人材を確保できない可能性
・ 資金調達力が悪化する可能性
・ 内部統制、法的手続、法的規制、環境規制、情報管理等に関連して行政処分や司法処分を受ける可能性または多額の費用、損害等が発生する可能性
・ 実効税率もしくは繰延税金資産に変更が生じる可能性または不利益な税務調査を受ける可能性
・ コーポレート・ガバナンスおよび企業の社会的責任に適切に対応できない可能性
・ 自然災害、公衆衛生上の問題、武装勢力やテロリストによる攻撃等が発生する可能性
・ 退職給付債務にかかる負債および損失等が発生する可能性
・ のれんの減損損失が発生する可能性
将来予想に関する記述は、あくまでも本資料の日付における予想です。新たなリスクや不確定要因は随時生じ得るものであり、その発生や影響を予測することは不可能であります。 ま
た、新たな情報、将来の事象その他にかかわらず、当社がこれら将来予想に関する記述を見直すとは限りません。

(注) 年度表記について、20年度は2021年3月期、21年度は2022年3月期、 22年度は2023年3月期、 (以降も同様)を表しています。

注意事項
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